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概要 

水銀に関する水俣条約第 5 回締約国会議（COP5）の決定を受け、一般照明用蛍光ランプの製造・輸出入

は、種類に応じて 2026 年から 2028 年にかけて禁止される。家庭にある蛍光管の使用や在庫品の販売・購

入は直ちに禁止されない。しかし、蛍光管の新品供給が途絶えれば、蛍光管が切れた家庭は、まだ使える

器具を含めて LED器具へ取り替えざるを得なくなる。[1][2][26][27] 

照明業界は、既設蛍光灯器具へ LED ランプだけを装着すると発煙・発火・落下の危険があるとして、器具

ごとの交換を推奨している。他方、政府・業界の広報は LED 化による省エネと電気代削減を前面に出す。だ

が、長時間点灯する居間の計算は、短時間しか点灯しない仏間、客間、納戸などに適用することは適切で

はない。[3][4] 

本稿は、多室の既築戸建てに住む高齢単身者を想定し、居間、台所、寝室、玄関・廊下、浴室・洗面、仏

間、客間・納戸の 7 か所を一括交換する費用便益を計算した。総費用は 10 万 3,430 円、年間節約額は

2,727 円、単純回収年数は 37.9 年、10 年間の便益費用比は 0.21 となる。これに対し、居間 1 灯だけなら、

費用 1 万 7,270 円、年間節約額 2,303 円、回収年数 7.5 年、10 年間の便益費用比 1.08 である。全室の一

括交換は、費用が便益を大きく上回ることから、家計にとってほとんど正当化できない。 

この国際規制の負担は各国で同じではない。間接照明を主に使用する欧米とは異なり、日本では環形・

直管形の蛍光管を用いる天井照明が既築住宅に多数あり、高齢単身世帯の居間でも蛍光灯使用率は

43.5％と高い。禁止という措置は特に日本において大きな負担をもたらす。[21][28]―[30] 

蛍光管の供給が細れば、一般家庭は、必要な蛍光管をあらかじめ買いだめするか、切れた照明をそのま

まにして不便な生活を我慢するか、高額な一括交換を前倒しするかの選択を迫られる。これは水銀対策の

名の下に国民へ過大な費用と手間を押し付ける政策である。政府は一般照明用蛍光ランプを対象とする水

俣条約附属書 A の再交渉を提起し、日本の生活実態に即した適用除外または期限見直しを実現した上で、

国内の製造・輸出入禁止を撤回すべきである。 

キーワード：蛍光灯、LED、費用便益分析、高齢単身世帯、水俣条約、規制撤回 
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1. 蛍光灯 2028 年問題とは何か 

1.1 一般照明用蛍光ランプの製造・輸出入が禁止される 

水俣条約 COP5 は、一般照明用の直管形、環形などを含む蛍光ランプの製造・輸出入を 2027 年末まで

に段階的に廃止することを決定した。日本では水銀汚染防止法施行令が 2024年 12 月に改正され、電球形

は 2026年 1月、コンパクト形は 2027年 1月、直管形と環形は原則 2028年 1月から製造・輸出入が禁止さ

れる。[1][26][27] 

禁止されるのは製造・輸出入であり、家庭での使用そのものではない。在庫品の販売・購入も禁止されな

い。しかし、製造と輸入が止まれば在庫はいずれ尽きる。法的な使用禁止でなくても、交換用蛍光管が入手

できなくなれば、使用継続は事実上困難になる。これが蛍光灯 2028年問題である。 

 

図 1 全ての一般照明用蛍光ランプの製造・輸出入禁止 

出所：日本照明工業会[3]。 https://www.jlma.or.jp/led-navi/contents/cont09_mercuryLamp.htm 

表 1 禁止される行為と、禁止されない行為 

区分 制度上の扱い 家庭への意味 

一般照明用蛍光ランプの製造・

輸出入 
品目別に 2026～2028 年に段階的

禁止 
将来の新品供給は縮小する 

国内在庫の販売・購入 禁止されない 在庫がある間は交換用蛍光管を購入できる 

家庭にある蛍光管の使用 禁止されない 直ちに器具交換する義務はない 

https://www.jlma.or.jp/led-navi/contents/cont09_mercuryLamp.htm
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区分 制度上の扱い 家庭への意味 

古い器具への不適合な LED ラ

ンプ装着 
安全上の注意が必要 交換するなら器具ごとの安全確認が必要 

出所：環境省[1][2]、日本照明工業会[3]をもとに作成。 

1.2 蛍光灯は器具と交換可能な蛍光管からなる 

家庭でいう『蛍光灯』は、天井に固定された蛍光灯器具と、その器具に装着する環形または直管形の蛍光

管から成る。本稿では、条約・法令上の規制対象を指す場合には正式名称である『一般照明用蛍光ランプ』

を用い、家庭の器具に装着して交換する環形・直管形の製品を『蛍光管』と呼ぶ。蛍光管が切れても、器具

が正常なら蛍光管だけを交換して使い続けるのが従来の利用方法である。 

 

図 2 蛍光灯器具と環形蛍光管の関係 

出所：AIイラスト（筆者作成）。 

1.3 蛍光管の供給の終了が器具ごとの交換を迫る 

LED に切り替える場合、既設の蛍光灯器具へ LED ランプだけを取り付ければ安く済むように見える。しか

し、器具と LED ランプの方式が適合しない場合には、発煙、発火、ランプ落下などの危険がある。日本照明

工業会は、安全確保のため、既設器具を改造してランプだけを LED 化するのではなく、器具ごとの交換を推

奨している。[3] 

この安全上の注意喚起は必要なことである。だがこのことで結局、交換用蛍光管が入手できなくなった家

庭は、器具が正常でも、器具代、取外し・取付け、電気工事、出張、処分を伴う交換を迫られる。製造規制が

家計へ及ぼす本当の負担は、蛍光管 1本の価格ではなく、器具一式の交換費用で測る必要がある。 
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図 3 日本照明工業会は器具ごとの交換を推奨している 

出所：日本照明工業会[3]。 https://www.jlma.or.jp/led-navi/contents/cont42_g13LED.htm 

1.4 『LED はお得』という説明だけでは家計負担を判断できない 

政府と照明業界は、LED への交換によって消費電力、電気料金、CO₂排出量が減ると説明している。図 4

の業界資料では、8 畳用シーリングライトを年 2,000 時間使う前提で、年間電気代が約 2,053 円下がるとし

ている。[4] 居間のような長時間点灯場所では、この説明は参考になる。 

しかし、多室住宅には仏間、客間、納戸、廊下など、ほとんどの時間において点灯しない場所がある。交

換費用は台数ごとに発生する一方、節電便益は点灯時間に比例する。長時間点灯する 1 室の例だけを示

して『家中の LED化はお得』と受け取らせる説明は不十分である。 

 

図 4 業界資料が示す LED 交換の省エネ・電気代削減例 

注：年間点灯時間 2,000 時間、電気料金 31 円/kWh の例。出所：日本照明工業会[4]。 

https://www.jlma.or.jp/sp/lighting_action_2030/decokatsu/ 

https://www.jlma.or.jp/led-navi/contents/cont42_g13LED.htm
https://www.jlma.or.jp/sp/lighting_action_2030/decokatsu/
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2. 一軒まるごと交換の投資回収には 38 年かかる 

2.1 多室の既築戸建てに住む高齢単身者 

2023年住宅・土地統計調査によれば、高齢単身世帯は 761.7万世帯で、このうち 4室以上の住宅に住む

世帯は 471.3 万世帯、61.9％を占める。5 室以上でも 319.8 万世帯、42.0％であり、持家は 513.8 万世帯、

67.5％である。[19][20] 配偶者との死別後も、家族で住んでいた戸建てに一人で暮らす世帯は少なくない。 

環境省の 2022 年度家庭部門 CO₂排出実態統計調査では、高齢単身世帯の居間で蛍光灯を使用する割

合は 43.5％、LED は 55.4％であった（複数回答）。[21] そこで、居間、台所、寝室、玄関・廊下、浴室・洗面、

仏間、客間・納戸の 7か所に蛍光灯が残る既築戸建てを想定する。 

表 2 高齢単身世帯の住宅条件 

指標 世帯数 高齢単身世帯に占める割合 

高齢単身世帯 761.7 万世帯 100.0％ 

4 室以上 471.3 万世帯 61.9％ 

5 室以上 319.8 万世帯 42.0％ 

持家 513.8 万世帯 67.5％ 

注：室数別の値は e-Stat表 91-1-1の該当区分を合計。出所：総務省統計局[19][20]。 

点灯時間は、居間を毎日 5 時間、台所を年 500 時間とし、寝室以下は必要時だけ点灯するケースとする。

合計点灯時間は年 2,783.5 時間だが、居間だけで 65.6％を占める。これは統計的な平均ではなく、多室の

住宅に一人で住む高齢者の負担を分析するためのケース設定である。 

表 3 ケース世帯の年間点灯時間 

場所 仮定 時間／年 構成比 

居間 5 時間／日 1,825.0 65.6％ 

台所 調理時を中心に使用 500.0 18.0％ 

寝室 0.5 時間／日 182.5 6.6％ 

玄関・廊下 必要時のみ 100.0 3.6％ 

浴室・洗面 必要時のみ 100.0 3.6％ 

仏間 週 1 時間 52.0 1.9％ 

客間・納戸 月 2 時間 24.0 0.9％ 

合計 — 2,783.5 100.0％ 

2.2 器具・工事・処分費を積み上げる 

場所ごとの消費電力差は、用途と明るさが対応する実在製品から設定する。居間は旧型蛍光灯シーリン

グライト HHLZ402（70W）と 8 畳用 LED シーリングライト LE-RC08D2（29.3W）を比較する。[6][7] 寝室、仏間、

客間・納戸は、FCL30 形＋32 形の定格ランプ電力 58W と 6 畳用 LED 器具 LE-RC06D2（25.6W）を比較した。

[8][13] 

台所、玄関・廊下、浴室・洗面も、それぞれ同等用途の LED 器具を選んだ。[9]―[12] 居間以外の蛍光

灯側は、安定器を含む器具入力ではなく蛍光管の定格電力だけを使う。古い安定器の損失を含めないため、

節電量をやや少なく見積もる、LEDにやや不利な置き方である。 
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表 4 器具別の消費電力と年間節電量 

場所 蛍光灯側 LED 側 差 時間／年 節電量 

居間 
HHLZ402 

70.0W 
LE-RC08D2 

29.3W 
40.7W 1,825.0 74.28kWh 

台所 
FCL20 

18.0W 
HH-SF0046N 

12.0W 
6.0W 500.0 3.00kWh 

寝室 
FCL30＋32 

58.0W 
LE-RC06D2 

25.6W 
32.4W 182.5 5.91kWh 

玄関・廊下 
FCL30 

28.0W 
HH-SL0091N 

15.0W 
13.0W 100.0 1.30kWh 

浴室・洗面 
FCL20 

18.0W 
LSEW2027CF1 

7.8W 
10.2W 100.0 1.02kWh 

仏間 
FCL30＋32 

58.0W 
LE-RC06D2 

25.6W 
32.4W 52.0 1.68kWh 

客間・納戸 
FCL30＋32 

58.0W 
LE-RC06D2 

25.6W 
32.4W 24.0 0.78kWh 

合計 — — — 2,783.5 87.97kWh 

注：年間節電量＝（蛍光灯側 W－LED 側 W）×年間点灯時間÷1,000。製品仕様は[6]―[13]。 

器具代には 2026 年 8 月 12 日に確認できた税込表示価格を用いた。工事費は量販店の公開料金、処分

費は電気工事店の公開料金を用いる。[7]―[12][15]―[18] 器具だけでなく、取外し、取付け、出張、旧器具

と蛍光管の処分まで含める。 

表 5 LED 器具の購入費 

用途・型番 数量 単価 小計 

居間 LE-RC08D2 1 10,890 円 10,890 円 

寝室・仏間・客間等 LE-RC06D2 3 9,900 円 29,700 円 

台所 HH-SF0046N 1 7,400 円 7,400 円 

玄関・廊下 HH-SL0091N 1 14,298 円 14,298 円 

浴室・洗面 LSEW2027CF1 1 7,702 円 7,702 円 

器具代合計 7 — 69,990 円 

注：価格は時点、販売店、在庫で変動する。配送料、追加部材、天井補強、高所作業は含まない。 

表 6 交換工事と処分の費用 

費目 計算 小計 

引掛型の取外し・取付け （1,100＋1,650）円×5 か所 13,750 円 

直結型の取外し・取付け （1,650＋2,750）円×2 か所 8,800 円 

出張料金 2,200 円×1回 2,200 円 

旧器具の処分 550 円×7台 3,850 円 

蛍光管の処分 440 円×11 本 4,840 円 

工事・処分費合計 — 33,440 円 

総費用 器具 69,990 円＋工事・処分 33,440 円 103,430 円 
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注：実際の工事費は配線器具、天井状態、地域、訪問条件で異なる。 

7 か所の総費用は 10 万 3,430 円である。内訳は器具代 6 万 9,990 円、工事・処分費 3 万 3,440 円であり、

器具の表示価格だけでは、家庭が支払う初期費用の約 3分の 2 しか捉えられない。 

2.3 7 か所一括交換の費用便益 

蛍光灯側の年間消費電力量は 156.34kWh、LED 側は 68.37kWh、差は 87.97kWh である。電気料金 31 円

/kWh では、年間電気代は 4,847 円から 2,119 円へ下がり、節約額は 2,727 円となる。消費電力量は 56.3％

減るが、もともとの使用量が小さいため、金額では年 3,000 円に届かない。 

初期費用 10万 3,430円を年間節約額 2,727円で割ると、単純回収年数は 37.9 年である。10年間の便益

現在価値は、年間節約額が 10 年間続くものとし、割引率 4％で現在価値に換算すると 2 万 2,120 円となる。

そこから初期費用を控除した NPV はマイナス 8 万 1,310 円、便益現在価値を初期費用で除した B/C は

0.21 である。15年まで延ばしても B/Cは 0.29にすぎない。 

表 7 7 か所一括交換の費用便益 

指標 結果 読み方 

初期費用 103,430 円 器具、取外し・取付け、出張、処分を含む 

年間節電量 87.97kWh 蛍光灯 156.34kWh－LED68.37kWh 

年間節約額 2,727 円 87.97kWh×31 円/kWh 

単純回収年数 37.9 年 初期費用÷年間節約額 

10 年便益現在価値 22,120 円 割引率 4％ 

10 年 NPV ▲81,310 円 便益現在価値－初期費用 

10 年 B/C 0.21 1 を大きく下回る 

15 年 B/C 0.29 期間を延ばしても 1 を大きく下回る 

37.9 年という回収期間は、照明器具の適正交換時期の目安とされる 10 年を大幅に上回る。[5] LED は

確かに節電になる。しかし、低頻度の部屋を含めて一斉交換する政策は、節電便益で家計負担を回収でき

ず、消費者に純負担を課す。 

2.4 居間 1灯を優先すれば大半の節電便益を得られる 

年間節電量 87.97kWhのうち、居間だけで 74.28kWh、84.4％を占める。居間 1灯の交換費用は 1万 7,270

円で、総費用の 16.7％にすぎない。年間節約額は 2,303 円、単純回収年数は 7.5 年、10 年間の便益費用

比は 1.08 となる。 

表 8 一括交換と居間優先交換の比較 

指標 7 か所一括 居間 1 灯 居間の比率 

交換台数 7 台 1 台 14.3％ 

初期費用 103,430 円 17,270 円 16.7％ 

年間節電量 87.97kWh 74.28kWh 84.4％ 

年間節約額 2,727 円 2,303 円 84.4％ 

単純回収年数 37.9 年 7.5 年 — 

10 年 NPV ▲81,310 円 ＋1,406 円 — 
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指標 7 か所一括 居間 1 灯 居間の比率 

10 年 B/C 0.21 1.08 — 

居間だけを LED 器具に交換することは家計として許容できるかもしれない。しかし使用時間の短い他の

部屋について交換することは家計の負担が大きい。 

2.5 感度分析と限界 

電気料金を 40 円/kWh へ上げ、さらに出張・処分費をゼロとする、LED に最も有利な組合せでも、一括交

換の回収には 26.3 年かかる。結果は 31 円/kWh や処分費の置き方だけで生じているのではない。点灯時

間の短い照明を複数含む限り、一括交換の経済性はきわめて乏しい。 

表 9 7 か所一括交換の簡易感度分析 

ケース 初期費用 電気料金 年間節約額 単純回収 

中心ケース 103,430 円 31 円/kWh 2,727 円 37.9 年 

電気料金上昇 103,430 円 40 円/kWh 3,519 円 29.4 年 

出張・処分費なし 92,540 円 31 円/kWh 2,727 円 33.9 年 

上記 2 条件を併用 92,540 円 40 円/kWh 3,519 円 26.3 年 

• 点灯時間は高齢単身・多室住宅を想定したケース値であり、統計的な平均ではない。 

• 将来の蛍光管購入費と交換の手間は中心計算に含めていない。これを入れれば LEDは有利になる。 

• LED 器具の故障、追加部材、天井補強、高所作業、再訪問は含めていない。これらを入れれば一括交

換費用は増える。 

• CO₂、水銀、安全、安心などの便益は金銭換算していない。異常や著しい老朽化がある器具は、回収年

数とは別に交換すべきである。 

3. 水俣条約は日本に不利な負担を生む 

3.1 日本政府は COP5 の合意形成に加わった 

水俣条約は、水銀の一次採掘から貿易、製品、製造工程、排出、廃棄までを包括的に規制する条約であ

る。COP5 は 2023 年 10 月 30 日から 11 月 3 日にジュネーブで開かれ、一般照明用蛍光ランプを 2027 年

末までに段階的に廃止する附属書 A改正を採択した。[26][27] 

日本政府は単に決定を受け取ったのではない。外務省、経済産業省、環境省から代表団を送り、環境省

資料によれば、主要議題の交渉会合で共同議長を務め、決議案の最終化に積極的に貢献した。[32] した

がって、国内の負担を十分に検討しなかった責任を『国際条約だから仕方がない』として回避することはでき

ない。 
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図 5 水俣条約と COP5 による一般照明用蛍光ランプの廃止決定 

出所：日本照明工業会[3]。 https://www.jlma.or.jp/led-navi/contents/cont09_mercuryLamp.htm 

3.2 EU は条約に先行して規制を終えていた 

EU では、水俣条約 COP5 より前に、RoHS 指令の水銀適用除外が段階的に終了していた。一般照明用

のコンパクト形蛍光ランプは 2023 年 2 月または 8 月、主要な直管形蛍光ランプも 2023 年 2 月または 8 月

に適用除外が終了し、環形を含む一部の非直管形は 2025年 2月までの経過措置となった。[28][29] 

欧州委員会は 2016 年の水俣条約批准・実施に関する文書で、EU にはすでに水銀使用製品を規制する

法制があり、欧州企業は条約遵守のために実質的な追加適応をほとんど必要としないと説明していた。[30] 

さらに 2023 年の提案文書は、EU が最も野心的な廃止期限を採用し、将来の国際交渉で主導的立場を示

すと明記している。[29] COP5 の決定は、EUが先に進めていた政策を世界標準にした面が強い。 

3.3 同じ禁止でも日本の家計負担は大きい 

条約の文言は国別に差別していない。しかし、同じ規制が同じ負担を生むわけではない。欧州では、白熱

電球から電球形蛍光ランプ、さらに LED 電球へと、同じソケットのランプを交換する方式が広く使われてきた。

これに対し、日本では、環形または直管形蛍光管を天井器具へ装着し、部屋全体を明るくする一般照明が

既築住宅でごく普通に用いられている。[25] 

住まい方の違いを示す模式図が図 6 である。欧州では間接照明を複数置くことが普通であり、夜の居室

は日本人的な感覚だと薄暗い。他方で日本では天井に明るい一般照明としての蛍光灯があり、欧州人の感

覚だとまぶしい。このように、同じ規制であっても、それが対象とする器具の種類と利用のされ方が大きく異

なる。日本では蛍光管の供給停止は器具交換に直結し、本稿のケースでは工事・処分を含め 10 万円を超

える。 

https://www.jlma.or.jp/led-navi/contents/cont09_mercuryLamp.htm
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図 6 日本の天井一般照明と欧州の間接照明の違いを示す模式図 

注：左は日本、右は欧州の典型像を対比した模式図。AI イラスト（筆者作成）。 

3.4 この実質的不平等は再交渉すべきである 

EU が先行規制を終えた後、その最も野心的な期限を国際条約へ組み込み、日本が合意形成に貢献した

結果、日本の既築住宅に残る器具交換費用が顕在化する。この経緯と負担の非対称性から見れば、一般

照明用蛍光ランプを一律に対象とした附属書 A 改正は、日本にとって実質的に不平等な取り決めである。 

条約附属書は再改正できる。締約国は改正提案を次回締約国会議の少なくとも 6 か月前に事務局へ提

出し、締約国会議で審議させることができる。[31] 日本政府は、既築住宅の器具ストック、交換費用、点灯

時間、代替となる蛍光管の供給、安全性を示し、一般照明用蛍光ランプの適用除外または廃止期限の見直

しを正式に提案すべきである。 

4. 一般家庭に強いられる選択 

4.1 蛍光管を買いだめする 

使用を続けたい家庭が取り得る当面の対策は、器具に適合する蛍光管を在庫があるうちに買いだめする

ことである。環形、直管、ワット数、色温度、口金などを確認し、将来必要となる本数を見込んで購入すること

になる。政策によって国民が不要不急の在庫確保を迫られるのは異常である。 

買いだめには、保管場所、破損、水銀を含む製品の取扱い、将来の処分という負担が伴う。需要が期限

前に集中すれば、品薄や価格上昇も起こり得る。高齢者が型番を確認し、長い直管や割れやすい環形蛍光

管を運び、保管すること自体が容易ではない。 
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図 7 禁止前に蛍光管を買いだめする高齢者 

出所：AIイラスト（筆者作成）。 

4.2 切れるに任せて不便な生活を我慢する 

もう一つの選択は、使用頻度の低い部屋の蛍光灯が切れても交換せず、不便を我慢することである。居

間だけは LED 化しても、仏間、客間、納戸、廊下などは投資回収が極端に長い。高額な一括交換を避けれ

ば、家の中で使えない照明が徐々に増えることになりかねない。 

暗い廊下や階段は転倒リスクを高め、仏間や納戸を懐中電灯で使う生活は明らかに不便である。政府が

『使用は禁止しない』と説明しても、交換用蛍光管を供給しなければ、実際には使用できない。 

 

図 8 蛍光灯が切れ、懐中電灯で仏間を使う高齢者 

出所：AIイラスト（筆者作成）。 
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4.3 まだ使える器具を前倒し廃棄する 

買いだめも不便な生活も避けようとすれば、残る選択は器具ごとの前倒し交換である。しかし、7 か所一

括交換の回収には 37.9年かかる。正常な器具の残存価値を捨て、家計負担を発生させる。 

蛍光灯は何十年も一般家庭で問題なく使用されてきた。異常や老朽化がある器具を交換することと、正常

な器具まで 2028 年に規制を理由に一斉交換することは別である。まだ使える器具を最後まで使う選択を奪

う政策は、消費者の合理的な設備更新を妨げる。 

5. 政策提言 条約を再交渉し、製造・輸出入禁止を撤回する 

政府は、一般照明用蛍光ランプを一律に対象とした水俣条約附属書 A の再交渉を直ちに提起すべきで

ある。日本の既築住宅に残る蛍光灯器具の実数、器具交換費用、低頻度灯の点灯時間、高齢世帯の作業

負担を示し、環形・直管形の一般照明について適用除外または期限見直しを求める必要がある。 

再交渉で附属書を見直すことと並行して、国内の製造・輸出入禁止措置を撤回すべきである。水銀削減と

いう目的は、回収・適正処分、低水銀化、計画的な自然更新でも追求できる。家計において便益を大幅に上

回る費用を国民へ課す一律禁止は、手段として過剰である。 

6. 結論 

蛍光灯 2028 年問題は、単に省エネ性能の低い蛍光管を高効率な LED へ置き換える話ではない。交換

可能な蛍光管の供給を止めることで、まだ使える器具まで交換させ、器具代、工事費、処分費、手配の手間

を家庭へ集中させる政策である。 

多室の既築戸建てに住む高齢単身者のケースでは、7か所一括交換の総費用は 10万 3,430円、年間節

約額は 2,727円、単純回収年数は 37.9年、10年間の便益費用比は 0.21である。 

日本では、間接照明が中心の欧州とは異なり、天井の環形・直管形蛍光灯が既築住宅に多く設置されて

おり、蛍光管の供給停止が器具交換へ直結する。形式上は共通の期限でも、負担は非対称であり、日本に

とって実質的に不平等な取り決めとなった。 

国民に蛍光管の買いだめ、暗く不便な生活、高額な前倒し交換のいずれかを迫る政策は正当化できない。

政府は附属書 A の再交渉を提起し、日本の一般照明実態に即した見直しを実現した上で、一般照明用蛍

光ランプの製造・輸出入禁止を撤回すべきである。何十年も問題なく使ってきた正常な器具を、最後まで使う

自由を国民に返す必要がある。 
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